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平成 20年 5月30日

各都道府県労働局労働基準部長 殿

各都道府県労働局職業安定部長 殿

厚生労働省労働基準局

監 督 課 長

(公印省略)

厚生労働省職業安定局

外国人雇用対策課長

(公印省略)

警察庁､法務省及び厚生労働省の三省庁による ｢不法就労等

外国人対策に係る具体的施策について｣の策定について

標記について､平成 20年 5月23日に開催された三省庁の担当課長を構成員とす

る不法就労外国人対策等協議会において､別添 1のとお り取 りまとめられたので､了

知されたい｡

また､不法就労等外国人労働者問題地方協議会設置要綱も別添2のとおり改正され

たので､併せて了知されたい｡

なお､本件について､記者発表等による広報は予定していないことを､念のため申

し添える｡
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不法就労等外国人対策に係る具体的施策について

平成20年5月 23日

警 察 庁

法 務 省

厚 生 労 働 省

平成20年 3月4日に開催された局長連絡会議において,警察 ･法務 ･厚生労働三省庁

による ｢不法就労等外国人対策について｣の基本合意が図られたところ,不法就労等外国

人対策をより強力に推進していくため,下記のとおり具体的な対策を執ることとする｡

なお,内閣官房副長官補室では,本年6月に外国人労働者問題啓発月間の実施を予定し

ているところ,下記諸対策については,同月間に合わせて取組みを強化することとするo

記

1 不法就労外国人及び悪質なブローカー .雇用主等に関する緊密な情報交換

(1)本省レベルによる情報交換

ア 三省庁は,実効ある不法就労等外国人対策に資するため,不法就労外国人の実態や

その誘因となっている悪質なブローカー ･雇用主等に関して,積極的な情報交換を図

るO

イ 三省庁は,随時,協議会を開催するなどして,三省庁の各地方関係機関における情

報交換実施状況等のフォローアップを行 う｡

り 厚生労働省は,雇用対策法第29条に基づき法務省の求めに応じ情報提供を行う｡

(2)地方レベルによる情報交換

都道府県警察,地方入国管理局及び都道府県労働局 (以下 ｢三省庁の各地方関係機

関｣というO)は,より緊密な情報交換の促進に努め,これら諸情報を第一線での不

法就労等外国人対策に反映させる｡

2 事業主団体等に対する行政指導及び啓発活動の強化

(1)三省庁による指導等

三省庁は,各所管業界団体等-の指導を行 うとともに,事業主団体に対する説明会

を開催するなど不法就労等外国人対策に係る理解と協力を求め,これら事業主団体の

傘下諸団体-の指導 ･啓発を要請するO

(2)都道府県等を単位とする三省庁の各地方関係機関による事業主団体に対する説明会

の開催

三省庁の各地方関係機関は,各所管業界団体等-の指導を行 うとともに,事業主団

体に対する説明会を開催するなど不法就労等外国人対策に係る理解と協力を求め,こ

れら事業主団体の会員事業主等への指導 ･啓発を要請するO
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3 資格外活動の防止対策の強化

(1)上記2の (2)と同じ

三省庁の各地方関係機関は,各所管業界団体等-の指導を行うとともに,事業主団

体に対する説明会を開催するなど不法就労等外国人対策に係る理解と協力を求め,こ

れら事業主団体の会員事業主等-の指導 ･啓発を要請するO

(2)資格外活動に関する情報の収集

都道府県警察及び地方入国管理局は,外国人の資格外活動に関する情報の入手に努

め,必要に応じて実態調査を行 うなど,この種事犯の防止を図る｡

4 悪質な不法滞在 ･不法就労事犯等に対する取締り等の強化

(1)警察,入国管理局による合同摘発及び労働局による強制捜査等との連携の強化

都道府県警察及び地方入国管理局は,悪質な不法滞在,不法就労事犯等の取締りに

向けた合同摘発をより-層強力に推進することとし,都道府県労働局は,当該合同摘

発に係る事業主において労働基準関係法令違反が認められ強制捜査等を実施する場合

には,事案に応じ,都道府県警察及び地方入国管理局との連携を図ることとするなど,

取締体制の連携 ･強化を推進する｡

この際,地方入国管理局は上記 1 (1)クによって提供を受けた情報を効果的に活

用する｡

(2)賢察,入国管理局による不法入国あっせん組織,人身取引を始めとする不法滞在 ･

不法就労を助長する事犯等の徹底取締 り

都道府県警察は,不法入国あっせん組織や人身取引 ･地下銀行等不法滞在 ･不法就

労を助長する事犯の解明に努めるとともに,その取締 りを強力に推進し,地方入国管

理局はこれに協力するものとするO

(3)入国管理局による悪質なブローカー ･雇用主及び不法就労者の警察に対する告発 ･

通報の強化

地方入国管理局は,不法就労に係る被摘発者について,より-層その実態の解明に

努めるなどして,悪質な不法就労事犯の都道府県警察に対する告発 ･通報を強化する

とともに,不法就労等外国人の誘因になっている関係者の情報入手に努め,悪質なブ

ローカー ･雇用主の通報強化を図るO

(4)警察,入国管理局による入管法第65条の活用拡大

都道府県警察及び地方入国管理局は,入管法第65条に基づく入国警備官-の被疑

者の引渡し制度の活用拡大を図る0

5 不法就労防止に向けた国内及び海外広報の積極的実施

(1)国外における広報

ア 在 日外国公館を通じた広報

在 日外国公館に対して,我が国における外国人労働者受入れに関する基本政策及び
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来日外国人による犯罪の発生状況 ･不法就労外国人の実態等を説明するなど,不法就

労企図者の送出防止に向けた当該国政府の協力を要請する｡

イ 不法就労外国人の送出国に所在する日本国大使館等を通じた広報

不法就労外国人の送出国に所在する在外日本公館等を通じ,当該国政府に対して我

が国の外国人労働者受入れに関する基本政策及び来日外国人による犯罪の発生状況 ･

不法就労者の実態等を伝達するなど,不法就労企図者の来日防止に向けた自国内での

広報を要請する｡

り 在日外国報道機関加盟団体等を通じた広報

在日外国報道機関加盟団体,外国向け放送機関等-の記者発表 ･資料提供等を実施

し,不法就労者の送出国等に向けた広報活動を展開する｡

(2)国内における広報

ア 三省庁による広報啓発活動の推進

(ア)警察庁は,｢来日外国人犯罪対策及び不法滞在 ･不法就労防止のための活動強化

月間｣を設定し,都道府県警察における①雇用主等に対する不法就労防止のための

指導啓発,②在留資格を有する外国人の失綜防止対策,③パンフレット等による広

報等を行 うものとする｡

(イ)法務省は,①事業所に対するパンフレットの配布,②地方自治体,商工会等-の

ポスターの掲示依頼,③インターネット (法務省ホームページ)による広報の推進

を実施する｡

(ウ)厚生労働省は,①ポスター ･パンフレットの作成及び配布,②外国人労働者問題

について事業主団体や個々の事業主に対する周知,啓発活動を実施する｡

イ 三省庁の各地方関係機関による広報啓発活動の推進

三省庁の各地方関係機関は,独自に又は不法就労等外国人労働者問題地方協議会と

して,不法就労外国人の雇用防止に向けた事業主団体等-の広報啓発活動を展開する｡
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不 法 就 労 等 外 国 人 労 働 者 問 題 地 方 協 議 会 設 置 要 綱

平成4年4月23日

(改正 平成9年2月 5日)

(改正 平成10年 5月 25日)

(改正 平成12年5月18日)

(改正 平成13年3月 6日)

(改正 平成14年3月 6日)

(改正 平成15年3月 5日)

(改正 平成16年 5月 26日)

(改正 平成17年 3月 16日)

(改正 平成17年 5月26日)

(改正 平成18年 5月23日)

(改正 平成19年 5月22日)

(改正 平成20年 5月23日)

( 目 的 )

1 不法就労外国人をはじめとする外国人労働者に関する諸問題について,関係行政機関が連携してこ

れらの問題に係る施策の効果的かつ円滑な実施を図るため,不法就労等外国人労働者問題地方協議会

(以下 ｢協議会｣というO)を設罷する｡

(協議事項等)

2 協議会は,1の目的を達成するため,次に掲げることを行うO

(1) 不法就労外国人をはじめとする外国人労働者に関する情報の交換

(2) 不法就労外国人をはじめとする外国人労働者に関する諸問題に係る施策の実施についての協議

(3) 入管法に基づく基準省令の運用,処分状況に関する意見交換

(4) (1)から(3)までに掲げるもののほか,1の目的を達成するために必要な事項の検討

( 組 織 )

3 本協議会は別表 1の地区ブロック毎に設置し,警察庁及び都道府県警察 (以下 ｢警察庁等｣とい

うO)並びに法務省,厚生労働省の実務担当者で組織するD

(2) 協議会の構成員は別表 2に掲げる職にある者をもって充てるO

(幹 事 会 )

4 協議会には,幹事会を設置する｡

(2) 幹事会の構成員は別表3に掲げる職にある者をもって充てる｡

(代表幹事)
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幹事会は,代表幹事3名を幹事会の警察庁等及び法務省,厚生労働省の構成員から各 1名ずつ選出す

る ｡

(2) 代表幹事の内1名を当番代表幹事とし,交替でその任に当たる｡当番代表幹事の任期は1年とするD

(3) 協議会及び幹事会は,代表幹事が召集し,議長は当番代表幹事が行う｡

(4) 協議会及び幹事会の庶務は,当番代表幹事が行う｡

(5) 代表幹事は必要があると認めるときは,協議会又は幹事会に構成員以外の者の出席を求めることが

できる｡

(会議の開催)

協議会は,年 1回開催する｡

(2) 幹事会は,年2回開催することとし,必要に応じて臨時会を開催する｡
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別表1 地区ブロック表

地 区 管 轄 都 道 府 県

北海道 北海道

東 北 青森県,岩手県,宮城県,秋田県,山形県 福島県

関 東 茨城県,栃木県 群馬県,埼玉県,千葉県,東京都,神奈川県,新潟県
山梨県,長野県

中 部 富山県,石川県,福井県,岐阜県,静岡県,愛知県,三重県

関 西 滋賀県,京都府,大阪府,兵庫県,奈良県,和歌山県

中 国 鳥取県,島根県,岡山県,広島県,山口県

四 国 徳島県,香川泉,愛媛県,高知県

九 州 福岡県,佐賀県,長崎県,熊本県,大分県,宮崎県 鹿児島県,沖縄県



別表2-1北海道地区

北海道警察本部外事課長

北海道警察本部生活環境課長

北海道警察本部組織犯罪対策課長

〔陪席〕

北海道警察旭川方面本部警備課長

北海道警察旭川方面本部生活安全課長

北海道瞥察旭川方面本部捜査課長

北海道警察釧路方面本部外事課長

北海道管察釧路方面本部生活安全課長

北海道甘寮釧路方面本部捜査課長

北海道警察北見方面本部警備課長

北海道管察北見方面本部生活安全課長

北海道警察北見方面本部捜査課長

北海遁辞察函館方面本部甘傭課長

北海道警察函館方面本部生活安全課長

北海道管桑函館方面本部捜査課長

北海道警察本部外事atll=統括官

北海道警察本部生活環境課統括官

北海道警察本部組織犯罪対策課統括官

札幌高等検察庁検事

関係地方検察庁検事

札幌入国管理局総務課長

札幌入国管理局首席審査官

札幌入国管理局首席入国警備官

北海道労働局労働基準部監督課長

北海道労働局職業安定部職業対策課長

[陪席〕

北海道労働局職業安定郭職業対策課課長補佐

北海道労働局労fglb基準部地方労働基準監察監督官

別表2-2東北地区

東北管区警察局広域詞雅第-課長

東北甘区警察局広域銅盤第二課長

宮城県皆素木部外事課長

官!JM,10#蕪本部生活環境裸長

[陪席]

Ilf森県警察本部外事部足長

青森県首察本部生活環境課長

青Fr=県営察本部刑l好企画課長

岩手LJ.ち瞥療本部公安PLF足長

岩手県皆察本部生1督安全企画棚l長

秋田U.L賢察本部生活環境課長

山形卯瞥蕪本部腎肺苅一課長
山形リ.書留察本部生惜環境罷IPt長

福仙U.L賢察本部公安紋長

福島県浄察本部生括6.%境課長

東北管区警察局広域i洞酌宣第一朋を諾1'.長補佐

東北符区鮮察局広域那整第二耽課長縮佐

宮城リ.?,皆森本部外事課課長補佐

宮城県瞥桑本部生活環境課課長補佐

仙台高等検察庁検事

関係地方検察庁検事

仙台入国管理局総務課長

仙台入国管理局首席qT一夜官

仙台入国管理局首席入国符傭官

宮城労働局労側基準新監督課長

宮城労働局職業安定部職業対策課長

[陪席〕

各県労働局職業安定部職業対策課課長補佐

関係労的局労イ佃基準部地力労働基準監察監督官



別表2-3 閑東地区

関東管区警察局広域調整策一課長

関東管区瞥察局広域調整第二課長

警視庁保安課長

音視庁組織犯罪対策第-親と長

[陪席〕

茨城県警察本部外事課長

茨城県警察本部生活安全総務課長

栃木県警察本部督備第一課長

栃木県督察本部生)菅安全企画課長

栃木県警察本部組織犯罪対策課長

鮮燭県瞥秦本部外事縦長

群馬県背嚢本部生括安全企画課長

埼玉県警察本部外事課長

埼玉県警察本部生活環境第-課長

埼玉県警察本部生i管環境第二課長

埼玉県賢察本部組織犯罪対策課長

輔玉り.Iu'#察本部国際捜逓三抑投

千葉県皆察本部外事課長

千葉県瞥察本部生活安全総務誹と長

干燕県皆無本部国際捜査課長

押ji,-川県警察本部外事課長

神奈川り.鳩㌢紫本部生活保安純良

新潟県背賓本部外事課長

新潟県瞥察本部生活保安課長

山梨県腎察本部生活安全企画課長

長野県脊察本部馨備第-課長

艮mtl,IVh残雪本部生活環境維長

関東管区警察局広域調整第二課課長補佐

警視庁保安課係長

幹視庁組織犯罪対策部組織犯罪対策第一課係長

東京高等検轟庁検事

関係地方検察庁検事

東京入国管理局総務課長

東京入国管理局首席審査官

(審査管理部門)

東京入国管理局首席入国督備官

〔調査企画部門)

(陪席〕

東京入国管理局統括審査官

(就労審査部門)

東京入国管理局統括審査官

(実態調査部門)

東京入国管理局統括入国警備官

(調査企画部門､調査企画担当)

東京入国管理局統括入国腎備官

東京入国管理局統括入国警備官

(調査第二部門､特別調査企画担当)

東京入国管理局統括入国警備官

(嗣査第三部門､調査企画担当)

東京入国管理局横浜支局首席入国警備官

東京入国管理局成田空港支局首席審査官

東京入国管理局水戸出張所長

東京入国管理局宇都宮出張所長

東京入国管理Jr.与高崎出張所長

東京大国町理I.芯さいたま出張所長

東京入国管理局千鶴出張所長

東京入国管理局新宿出張所長

東京入国管理局東部出張所長

東京入国管理J..)立川出張所長

東京労働局労的基準部監督課長

東京労働局職業安定都職業対策課長

〔陪席〕

各都県労働局職業安定部職業対策課課長補佐

関係労働局労働基準部地方労働基準監察監督官



別表2-4 中部地区

中部管区警察局広域調整第-課長

中部管区警察局広域調整第二課長

愛知県督察本部外事課長

愛知県警察本部保安課長

〔陪席]

静岡県警察本部外事艶長

静間県警察本部生清環境課長

富山県響察本部公安課長

富山県警察本部生活環境課長

石川県警察本部参事官兼公安課長

石川県警察本部生清環境課長

福井県野察本部参事官兼公安課長

福井釈瞥察本部生括環境課長

岐阜県符察本部生活環境課長
三11州 鮮察本部首席≠刈l官(繁f引l第-課長)
三重県警察本部生活環境課長
三重県警察本部国際埋査課長

中部管区警察局広域調整第二課課長棚佐

愛知県警察本部外事課課長補佐

愛知県警察本部保安課課長繍佐

名古屋高等検察庁検事

関係地方検察庁検事

名古屋入国管理局総務課長

名古屋入国管理局首席審査官

(就労審査部門)

名古屋入国管理局首席入国警備官

(企画管理部門)

[陪席〕

名古屋入国管理局統括審査官

(留学 研修審査部門)

名古屋入国管理局統括審査官

(氷住審査部門)

名古屋入国管理局統括入国警備官

(調査第-部門､摘発第一担当)

名古屋入国管理局統括入国常備官

(調査第二部門､調査企画担当)

名古屋入国管理局中部空港支局首席審査官

愛知労働局労L仙基準前監督課長

愛知穿刺局職業安定部職業対策課長

[陪席〕

各県労働局職業安定都職葉対策課課長補佐

関係労他局労働基準部地方芳触基準監察監督官

別衷∑-5関西地区

近耗管区瞥寮J,.)広域調整策一課長

近畿管区警察局広域aJ月整第二課長

大阪府警察本部外事諾駅長

大阪府賢察本部生活環境貢果長

大阪府甘察本部国際捜査課長

[陪席〕

滋賀県瞥察本部警備第一挑長

が童捌 .1瞥壌本部生活御荘潮を位

荘吉事川I筒察本部国際犯非対策室長

京都府常察本部外事課長

京都府皆察本部生活安全対策課長

京都府腎察本部組織犯罪対策第--課長

兵庫県警察本加外事課長

兵JJlrI),7腎幣本tfrL生活環境,洞をk

奈良少,tや察本部瞥備第-課長

奈良県督察本部生活環境alA長

奈良肺甘察本部組織犯罪対策第一訓を長

和歌山脈警察本部公安胡't長

和歌山県警察本部生活安全企画がJt長

近鼓管区警察局広域調整前一課allを長補佐

近畿管区瞥薬局広域調整前二課課長緋佐

大阪府警察本部外事旺読取長補佐

大阪府皆療本部生活環境課課長補佐

大阪府背嚢本部保安課高取長柄佐

大阪府警察本部国際捜査課課長補佐

大阪府腎察本部Rll織犯非対策本部

来日外国人犯雅対節担当輔佐

大阪高等検察庁検事

関係地方検察庁検事

大阪入国管理局総務課長

大阪入国肝 理 J‖i首席審査官

(審査管理部門)

大阪入国管理局首席入国常備官

(企画管理部門)

〔陪席〕

大阪人国許理局統括蘭rJ在官

(比労･永住審査部門)

大阪入国管理J‖】統括審IlE官

(実態網査部門)

大阪入国管理局統括入国警備官

(調査第一部門､摘発企画担当)

大阪入国管理J..)統括入国腎lJil'T官

(調査第二部門､調査企画担当)

大阪入国管理局神戸支局首席入国督肺官

大阪入国管理局関西空港支局首席審査官

大阪労側局労仰基準部監督課長

大阪労働局職業安定部職纂対策課長

〔陪席〕

各府県労働局職業安定都職業対策課課長補佐

関係労IWu局労働基準部地方労働基準監察監督官



別表2-6 中国地区

中国管区警察局広域調整第-課長

中国管区響察局広域調整第二課長

広島県宥察本部参事官兼組織犯罪対策課長
広島県警察本部参事官兼外事駅長

広島県警察本部生活環境課長

〔陪席〕

鳥取県警察本部警備第一課長

鳥取県警察本部生活安全企画書果長

島根県瞥察本部警備第一言渡長

J一.11快県瞥桑本部生活環境.閃き長
岡山IJ,1<瞥寮本部1,,1=事官瀬外事洲も長

山口県警察本部外事課長

山口県瞥薬本部生活環境課長

中国管区瞥察局広域調整第一課課長補佐

中国管区警察局広場調整第二祝言最長補佐

広島県瞥察本部外事課=果長補佐

広島県腎察本部生活環境誘獅Ill.長手Ilfl皇

広島高等検察庁検事

関係地方検察庁検事

広島入国管理局総務課長

広島入国管理局首席審査官

(入国･在留審査部門)

広島入国管理局首席入国警備官

広島労働局労働基準都監督課長

広島労働局職業安定部職業対策課長

〔陪席〕

各県労働局職業安定部職業対顔課課長補佐

関係労働局労働基準都地方労働基準監察監督官

別表2-7【唱同地区

四国管区懸案1..3広域調整第-課長

四国管区粋掛目さ広域調整第二課長

香川リ.1{瞥察本部替事官兼公安,Hと長

香川脹瞥察本部生活環境課長

[陪席〕

徳J..lJtJ.L瞥察本部参事官兼公安課長

徳島iJ誇称察本部生活環境.和長

碓岳IJ.t警察本部参事官/脈捜査前-胡l長

愛操り.L背嚢本部参事官北公安洲と長
愛媛脹野鶴本部恕3lf官兼生活安全企如課長

愛娘県野療本部額事官兼捜 lti-節--1隅長
tl̀,i知II.I幣欝本部怒小官帖Q糾Jll欄 一郎長
T.'L;知朕粋窮本部生活環粍昆限長
1鴎知鵬鮮察本部替事官服捜査邦-対長長

幽国管区腎察局広域.盲悶蝦苅一課課長補佐
四国管区腎察J..1広域諦惜弘前二課,梢と長補佐

香川県鮮察本部公安孤外事対策室長

香川県腎森本部公安課外事対策室室長補佐

香川り.L皆無本部生活環境課長補佐

高松高等検察庁検事

関係地方検察庁検事

高松入国管理局総務課長

高松入国管理局首席審査官

高松入国管理局首席入国警備官

香川労l胸局労働基準部監督高架艮

香川労働局職業安定部職業対策課長

〔陪席]

各県労伽局職業安定部職業対策課課長補佐

関係労働局労働基準部地方労働基準監察監督官



別表2-8九州地区

カニ

【陪席〕 lPE,席j

福岡労働局労働基準都監督課長

福間労働局職業安定部職業対策課長

押縄労働局職業安定都職業対策艶長

〔陪席〕

各県労的局職業安定部職業対策課課長補佐

関係労働局労胸基準都地方労胸基準監察監督官



別表3-1北海道地区

北海道労脚 業安定棚 対策課長 ｣北海道労脚 業安定棚 対策課長 ｣

別表3-2東北地区

東北管区警察局広域調整第一課長

東北管区響察局広域調整第二課長

宮城県警察本部外事課長

宮城県警察本部生活環境課長

仙台入国管理局総務課長

仙台入国管理局首席審査官

仙台入国管理局首席入国警備官

宮城労働局労働基準部監督課長

宮城労働局職業安定都職業対策課長

別表3-3 関東地区

別表3-4 中部地区

中部管区警察局広域詞蝦第一課長

中部梓区鮮察局広域銅盤第二課長

愛知り.し甘素木部外 か課長

愛知県常察本部保安課長

名古屋入国管理局総務課長

名古屋入国管理局首席審査官

(就労審査部門)

名古才芸入国管理J.13首席入陶材附摺-

(企耐･1､i理部門)

愛知労働局労倒基準部監督課長

愛知労働局職業安定部職業対策課長

別夕空3-5関西地区

別表3-6 中国地区

中国管区笹森局広域調整第-粍長

中国符区賢察局広域網整第二課長

広1..1JU.L箪察本卸を小官桁組織犯罪対'rmI41長

広島脹瞥察本部生清環境課長

広瓜入国管理局総務悪果長

広島入国管理ノ言う首席審査官

(入国･在留審査部門)

広島入国管理局首席入国警備官

広JLIJ労帆局労帆基準部監督稚長

広島労的局職業安定部職業対策課長



別表3-7四国地区

四国管区警察局広域調整第-課長

四国管区警察局広域調整第二課長

香川県警察本部参事官兼公安課長

香川県警察本部生活環境課長

高松入国管理局総務課長

高松入国管理局首席審査官

高松入国管理局首席入国替備官

香川労働局労働基準部監督課長

香川労働局職業安定部職業対策課長

別表3-8 九州地区

九州管区瞥薬局広域調整第-課長

九州管区警察局広域調整第二課長

福岡県督察本部外事課長

福岡県警察本部組織犯罪対策課国際捜査室長

短同県警察本部生活財 覚ま幣良

福蘭入国管理局総務課長

福岡入国管理局首席審査官

(入国･在留審査部門)

福間入国管理局首席入国瞥備官

福岡労働局労働基準都監督課長

福間労働局職菓安定部職業対策課長

別表3-9 沖縄地区

腎轟庁 法務省


